
青葉区民文化センター 

「利用申請時確認記録」に関連する根拠法令のご案内 

 

青葉区民文化センターは、横浜市区民文化センター条例、横浜市区民文化センター条例施行規則、およ

び青葉区民文化センター利用要綱に基づいて、運営を行っています。 

施設利用の際には、下記項目を必ずご了承いただいております。 

 

●【横浜市区民文化センター条例より】(※)は青葉区民文化センターによる 

（利用の許可） 

第 10 条 青葉区民文化センターのホール・リハーサル室・練習室の施設及び付帯設備を利用しようと

するものは、指定管理者の許可を受けなければならない。 

２ 指定管理者は、前項の許可にセンターの管理上必要な条件を付けることができる。 

３ 利用を許可しない場合は、次に掲げるとおりとする。 

(1)  センターにおける秩序を乱し、又は公益を害するおそれがあるとき。 

(2)  センターの設置の目的（※）に反するとき。 

   ※１．設置の目的（横浜市区民文化センター条例 第１条） 

"地域に根差した個性ある文化の創造に寄与するため、横浜市に区民文化センターを設置する。” 

(3) センターの管理上支障があるとき。 

(4) その他指定管理者が必要と認めたとき。 

 

なお、青葉区民文化センター利用要綱では、次の各号にて利用不許可の基準を設定しています。 

 

●【青葉区民文化センター利用要綱より】(※)は青葉区民文化センターによる 

（利用の不許可） 

第 20 条 横浜市区民文化センター条例第 10 条第 3 項第 1 号「センターにおける秩序を乱しまたは公益

を害するおそれがあるとき」及び第２号「センターの設置の目的に反するあるとき」に該当す

ると判断したときは、利用予約の取り消しまたは利用の不許可をすることが出来る 

２．条例第 10条第 3項第 3号に規定する「管理上支障があるとき」とは、次に掲げる場合とする。 

(1) 危険物等を使用する催物で災害発生等の恐れがあると認められるとき。 

(2) 公の秩序を乱し又は善良な風俗を乱す恐れがあると認められるとき。 

(3) センターの建物又は附帯設備等を損傷又は滅失するおそれがあると認められるとき。 

(4) 指定暴力団等その団体の構成員が集団的に、又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長

するおそれのある団体又はその団体の構成員が集団的に、又は常習的に反社会的な行動をとる

ことを助長するおそれのある団体が利用しようとするとき。 

(5) 主として物品の販売若しくは宣伝又はこれらに類することを目的とするためセンターを利用し

ようとするとき。 

(6) 葬儀、告別式その他これらに類する行事のため利用しようとするとき。 



(7) 同一団体が月に 2度以上の利用の抽選の申込みをするとき。 

(8) 利用期間が規則別表第 1（※）に定める期間を超えるとき。 

(※) ホール、リハーサル室、楽屋：7日間 練習室：3日間 

(9) 利用許可申請書等の記載事項に虚偽が認められるとき。 

(10)施設・設備等の点検を行うとき。 

(11)施設の許容範囲を超える、大音量や振動等を伴う利用。 

(12)その他、指定管理者が管理上支障があると認める利用。 

３．利用の不許可に関する基準は「青葉区民文化センター利用細則」にて定める。 

 

また、青葉区民文化センター利用要綱では、遵守事項を次の通り定めています。 

 

●【青葉区民文化センター利用要綱より】 

（遵守事項） 

第 23条 センターを利用する者（催物等を目的として入場した者を含む。）は、次に掲げる事項を 

守らなければならない。 

(1) 利用目的以外の目的に施設等を利用しないこと。 

(2) 利用申請者以外に利用の権利を譲渡･転貸しないこと。 

(3) 附帯設備をセンター外に持ち出さないこと。 

(4) 許可なく壁、柱、窓、扉等に、ポスター、看板、旗、懸垂幕その他これに類するものを掲げ、若

しくは貼り、文字等を書き、又は釘類を打たないこと。 

(5) 許可なく危険若しくは不潔な物品又は動物を持ち込まないこと。 

(6) 許可なく火器を使用し又は特別の設備を設置しないこと。 

(7) 収容人員を超えて入場させないこと。 

(8) 所定の場所以外で飲食し、又は喫煙しないこと。 

(9) 許可なく寄附金の募集、物品の販売等又は利用許可書に記載された場所以外での勧誘、演説及び

印刷物等の配布等を行わないこと。 

(10)騒音、怒声等を発し、又は暴力を用いる等他人に迷惑を及ぼす行為をしないこと。 

(11)指定管理者関係職員の指示に従うこと。 

 

２. 当施設は、利用の許可を受けたものが前項のいずれかに該当することが判明した場合は、 

許可を取り消し、又は施設の利用を制限し、若しくは停止させることができる。 

 


